
資料４

有期労働契約に関する参照条文

○ 労働基準法（昭和22年 法律第49号）（抄）

第14条 労働契約は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定め

るもののほかは、３年（次の各号のいずれかに該当する労働契約にあつては、５年）を超える

期間について締結してはならない。

一 専門的な知識、技術又は経験（以下この号において「専門的知識等」という。）であつて高

度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当する専門的知識等を有する労働者（当

該高度の専門的知識等を必要とする業務に就く者に限る。）との間に締結される労働契約

二 満60歳以上の労働者との間に締結される労働契約（前号に掲げる労働契約を除く。）

２ 厚生労働大臣は、期間の定めのある労働契約の締結時及び当該労働契約の期間の満了

時において労働者と使用者との間に紛争が生ずることを未然に防止するため、使用者が講ず

べき労働契約の期間の満了に係る通知に関する事項その他必要な事項についての基準を定

めることができる。

３ 行政官庁は、前項の基準に関し、期間の定めのある労働契約を締結する使用者に対し、必

要な助言及び指導を行うことができる。

附則第137条 期間の定めのある労働契約（一定の事業の完了に必要な期間を定めるものを除

き、その期間が１年を超えるものに限る。）を締結した労働者（第14条第１項各号に規定する

労働者を除く。）は、労働基準法の一部を改正する法律（平成15年法律第104号）附則第３条

に規定する措置が講じられるまでの間、民法第628条の規定にかかわらず、当該労働契約の

期間の初日から１年を経過した日以後においては、その使用者に申し出ることにより、いつで

も退職することができる。

○ 労働基準法の一部を改正する法律（平成15年 法律第104号）（抄）

附則第３条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律による改正後

の労働基準法第14条の規定について、その施行の状況を勘案しつつ検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

○ 労働契約法（平成19年法律第128号）（抄）

第16条 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合

は、その権利を濫用したものとして、無効とする。

第17条 使用者は、期間の定めのある労働契約について、やむを得ない事由がある場合でな

ければ、その契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇することができない。

２ 使用者は、期間の定めのある労働契約について、その労働契約により労働者を使用する目

的に照らして、必要以上に短い期間を定めることにより、その労働契約を反復して更新するこ

とのないよう配慮しなければならない。


